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I はじめに
本研究は、日本における現行の行政システムの中で余暇行政推進の際に必要な視点を明らか
にすることを目的に、方法として余暇に関してさまざまな取り組みを している地方自治体や公
共団体の事例研究を積み重ねている。前回は、 1984年にグリーン ・ツーリズムによる町づく り
の構想を打ちたて1998年の時点で全国的に高い評価をう けていた黒松内の 「ブナ北限の里」町
おこしについて、構想段階から14年間の軌跡を追った。 ここでの結果は、次の通りである。
「パブ、ル経済絶頂期に全国ですすめられた大型のリゾート開発は、バブル崩壊後企業の撤退や
リゾートブームの下火により、それらに着手した市町村に莫大な借金と開発による自然破壊だ
けを残したという例が少なくない。これに対し黒松内町の町おこしは同時期に構想されたにも
かかわらず大規模な開発を避け、その対局にあるような手づく りリゾートに着手し、福祉の里
のイメージと歌才ブナ林、酪農といった自然の里のイメージをあわせた独自のシンボルを持つ
黒松内型観光開発をおこなってきた。黒松内の町おこしの成功に歌才ブナ林という学術的に価
値の高い北限のブナ原生林を保有していたことは大きな要因ではあるが、第一の要因は以下の
点であると考える。
黒松内町は町おこしの構想段階で、ブナの里にまつわる先人たちの偉業にふれ（歌才ブナ林
の伐採計画が戦争中は軍部に、戦後は当時の村行政によってもちあがった際、住民等の手によ
って回避された）そこにわが町の 『誇りと文化jを見いだした。そして町おこしのシンボル歌
才ブナ林は、自然と人間との共生のシンボルであり小さな町が全国にアピールできるメ ッセー
ジを有していること、 町おこ しは住民一人ひとりの力によって創り出されなければならないと
いうコンセプトをう ち立て、住民にこれらのコンセンサス形成がなされるように配慮しつつ
個々の事業等に着手した点である。それは福祉分野の『共生と自立Jというコンセプトに共通
し、かつ余暇行政にとって重要な視点である。なぜなら余暇社会とは 『存在一自己実現』の価
値観が求められそのためには一人ひとりが自らを見つめ直し『いかに生きるか』が問われる杜
会であるからである。J1) 
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以上の結果をふまえて今回は1998年以降2001年9月現在までの町おこしを継続調査し、環境
庁と自治省の「自然体験型環境学習拠点 ふるさと自然塾事業」と文部科学省の生涯学習政策
「学杜融合事業」を推進する黒松内町教育委員会の施策を余暇行政の視点から検証する。
I 調査・研究（ケーススタディ）の方法
1.「黒松内市民劇場」関係者 （脚本演出者・ボランテイア）に対する面接調査（1999.9.12・
1. 21）「黒松内ぶなの森自然学校J関係者（ブナセンター主席学芸員 ・特定非営利活動法人北
海道自然体験学校NEOS（以後NPO法人ねおす）代表）及び「学杜融合プロゴラム」関係者
（教育長 ・社会教育係主任・ ブナセンター学校教育部係）に対する面接調査（2001.8. 9～11) 
2.黒松内市民劇場を成功させる会関係資料、黒松内町史、黒松内町広報誌、くろまつないの統
計、ブナセンタ一紀要、ブナセンター 「黒松内ぶなの森自然学校」関係資料、黒松内教育委員
会 「学社融合プロゴラム」関係資料、NPO法人ねおす紀要による文献資料研究
I 黒松内町の自然環境と町づくりの概要
1 .黒松内町の自然環境と町政の概要
黒松内は、渡島半島の付け根、寿都湾と内浦湾に挟まれた人口約3600人の酪農と畑作の町。
肉牛としての黒松内牛は北海道内で評価が高く乳牛肉牛あわせると町の人口の倍近い7,000頭
が飼育され牧歌的な雰囲気に溢れている。 市街地よ り2kmの丘陵地にブナ林の北限の自生地と
して1928年に国の天然記念物に指定された「歌才ブナ林Jがある。その他同心円内には道南地
方には珍しい15haの湿原ドーム 「歌才湿原」、保存状態のよい貝化石が大量に産出する前期更
新世の地層 「瀬棚層」がある。また市街を流れる朱太川は北海道では数少ないアユ釣りの名所
である。
特記すべき町行政としては、 1959年の町制施行をはさんで児童養護施設や養護老人ホームを
設立、 1992年までに保育園 ・精薄児施設・特別養護老人ホーム・精薄者更生援助施設 ・身体障
害者療護施設 ・デイサービスセンタ一等の福祉施設をいずれも道内でいち早く設立。 「福祉の
里Jとしてマスコミにもたびたび紹介されている。一方で1989年には「健康とスポーツの町J
宣言をし、同年の町主催による健康やスポーツに関する行事は68にのぼり、ボランティアによ
ってはじめられた町独自の冬期スポーツ「かんじきソフ トボール大会Jは、全国的に有名であ
る。また1984年「ブナ北限の里づく り構想」がだされ北限のブナ林をシンボ、ルとした町おこし
を行ない、 現在はグリーン・ツーリズムの先駆的な町と して全国各地より行政関係者の視察や
問い合わせをうけている。さらに2000年には環境保全の国際規格IS014001認証を道内自治体
で3番目、全国では90番目に取得し、行政自らが環境保全の手本を町民へ示し、自然と共生す
る町づくりをより強化している。
そして1997年からは今回検証する教育委員会を中心とした様々な施策を通して「ブナ北限の
里づく り構想」のさらなる未来像を築こうとしている。
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2.「ブナ北限の里づくり構想」の基本方針と成り立ち
1984年 黒松内町総合計画等審議会10箇年計画樹立。基本構想は「緑の大地に根ざしたユート
ピアの建設」経済基盤の確立、定住環境整備、恵まれた自然環境の活用。
教育 ・文化の振興、住民福祉の充実の 5目標。
1985年 「黒松内町・町づくり推進委員会j結成。「緑の大地に根ざしたユートピアの建設」の
具体的構想として、ブナ林をシンボルとした農村の自然や景観のなかで、自然散策や
農村体験を通して都市と農村の交流をはかり地域の活性化をめざした「ブナ北限の里
づくり構想」がだされる。基本方針は以下の通り。
lブナが持つ健康、クリーン、安らぎ、ふれあいなどのイメージを具現化できる地域
を整備する（現在の地形樹木を生かし都市の人たちが求めている施設整備）
2農林業や福祉施設とのふれあいを通じて子どもたちの体験教育的効果を求める
3自然との対話から冒険心、創造力、自然観を養い、運動公園で健康を養う
4北国らしくかっ国際性のある構想とする（北国の文化、施設づくり）
同 年 ブナ・ウォチングツアー実施。企画・運営を道内のエコ・ツーリズムの先駆的民間団
体のエコ・ネットワークに依頼。行政および一般町民が参加してエコ ・ツーリズムの
ノウハウを学ぶ。
1988年 「ブナ ・フォーラム‘88J開催。 5年ごとに国の内外から専門家を招き町民と共にブ
ナ林に関して話し合う事を決定。
1989年 ブナの里振興公社（第三セクター）設立。「ブナ北限の里づくり構想jに添って以下の
7施設を開設。（黒松内ぶなの森自然学校を除く）
1991年歌才自然の村 自然体験学習宿泊施設
1992年 トワ・ヴェール I 特産品手作り加工センター
1993年 ブナセンター 生活・環境博物館
1993年 jレ・ピック オートキャンプ場
1997年添別ビジターセンター 自然体験学習宿泊施設 ミニビジターセンター
1998年ぶなの森温泉 クアハウス
「ブナ ・フォーラム＇ 98」において、伐採の危機を町民の手で乗り越えた歌才ブナ林
のエピーソードを紹介した市民劇場「北のヤシの木」上演。
黒松内ぶなの森自然学校開校 自然体験型環境学習拠点ふるさと自然塾事業開始。
1999年 トワ ・ヴェールE 特産品手作り加工センター
黒松内ぶなの森自然学校 廃校の作開小学校を再整備し学習拠点とし、文部省
（当時）委託事業「子ども長期自然体験村j等の事業を実施。
市民劇場「北のヤシの木」を札幌市で上演。「町民あげての自然と共生する町づく
り」として新聞等で数回にわたり紹介される。
2000年 ぶなの里エコ・グリーン基金設立 「ブナの森からトトトントンj出版
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U 検証と考察
1.黒松内ぶなの森自然学校の概要
1 ）自然体験型環境学習拠点 ふるさと自然塾事業について
1997年、 自然とのふれあい施策を推進するため環境庁は 「ふれあい自然塾j構想をうちだ
し、国立公園及び固定公園での自然体験型施設整備に着手した。いわゆるハード整備である。
また同時期に自治省は 「ふるさと自然塾」と称して中山間地域にある廃校や廃屋の再活用を中
心に自然体験に基づく環境学習の拠点づくりを推進し、ソフトの充実を意識しつつハード整備
を行っていた。 一方、地球環境問題の解決と持続可能な開発に貢献するこ とを目的に1991年に
設立されたNGO地球環境行動会議GEA（以下GEA）は、環境庁 ・自治省と繋ながりつつ杜団
法人環境教育フォーラムに人材育成、プログラム提供等を求めソフト部門の充実を唱えてい
た。その結果、1998年、構想作成はGEA、情報提供は環境庁、資金援助は特別地方交付税の
形で自治省が受け持ち、環境庁と自治省は新規事業として「自然体験型環境学習拠点 ふるさ
と自然塾事業」（以後ふるさと自然塾）をうちだし、その目的を「中山間地域にある廃校や廃屋
を利用して自然体験に基づく環境学習の拠点を整備し、家族連れに利用してもらう ことで都市
と農山村の交流を促進するものである。」とした。
以上のような流れを経て環境庁の要請を受けた日本境教育フォーラムは、ふるさと自然、塾のモ
デル事業推進自治体として、北海道黒松内町・ 新潟県高柳町 ・群馬県新治村・ 長崎県
小値賀町の全国4箇所を選出した。
2）黒松内ぶなの森自然学校について
ふるさと自然塾のモデルに選出されてからの黒松内行政施策は迅速に進められ図1のような
構成で教育委員会内に運営協議会をもうけ、前述の町内にある既存の諸施設の他、廃校を利用
して「黒松内ぶなの森自然学校」を設立した。運営にあたっては、ふるさと自然塾事業推進の
枠組みに沿って官民連携を図り、図2に示すように環境教育プログラムの実施や研修生養成は
民間側のNPO法人ねおすが受け持ち、新企画の下調べ、調査資料収集は行政側の教育委員会ブ
ナセンターが担当するという形をとった九このょ っに連携を図った両者により主要事業とし
て以下の三本の柱が打ち出された。
－環境 ・自然体験学習プログラム事業 ・・・ 学校の完全週5日制の実施や中央教育審議会の
「自然体験プログラムの提供J答申に呼応して、 学校教育へ環境 ・自然体験プログラムを提
供する。さらに幼把、 高齢者、障害者など社会の少数へのプログラム開発を行なう。
－人材育成事業 ・ ・研修制度を設け、上記の環境 ・自然体験プログラムを開発し、 実施でき
る人材（インタープリーター）を育成する。道内のインタープリター とのネッ トワ クーを組
織し、情報交換やスッテップアップ研修を行なう。
人材育成の底辺拡大のため、黒松内町周辺のボランテイア養成やボランティア登録を行なう0
・地域交流促進事業 ・・・ 農村と都市との交流事業の企画実施を行なう。従来から実施の交流
事業、機関誌の発行及び情報発信を継続する。長期滞在型プログラムを新たに開発する。
直E
教育委員会
業務委託
運営委員会（総会）
（委員が構成）
選任
「運営委員会J
－委員長I名、副委員長2名
・代表委員4名
首席代表委員 I名、次席代表委員 l名
．監事
「事務局」
・コーデイネーター（年間講師）
｜研修生数名 ｜
図1 ぶなの森自然学校運営組織
ブナセンター
新規企画
¥( 調査 情報提供の下調べ
参加者の要請
作曲家 （例えると ） 
台本作家
業務委託
「一一一一一ー
－各関係行政機関
・企画
サポート
北海道自然体験学校
NPO法人ねおす
ぶなの森自然学校
環境教育プログラム
の実施・研修生養成
＼＼＼ー
↓↓↓↓↓ 
多くの方々への環境教育
学習機会の提供
演奏家
役者・演出家
図2 ブナセンターとぶなの森自然学校の関係
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3) 黒松内ぶなの森自然学校の活動
-1998年度一
11月黒松内ぶなの森自然学校開校 開校式挨拶において町長は本事業がこれまでの町おこし
が時流の最先端であったことが再確認され、固からも高い評価を受けたと述べるとともに、黒
松内町らしい人材養成制度を推進することで、日本における環境教育の中心となることを目指
し、自然体験型レクリエーショ ン拠点として地域の活性化が進む可能性を町民へ示唆した。そ
の後1999年4月実質活動開始にむけ官民の協力体制を固めた。
一1999年度一
主催事業20件参加者数283名 ・受託事業48件参加者数1818名を実施。
－受託事業の一つに文部省（当時）委託事業「子ども長期自然体験村jがある。夏期は、14泊
15日、春期は5泊6日で開催され、全国各地より参加者が集まった。
－人材育成事業として2名の研修生に49の研修を提供した。
この人材育成事業により、 黒松内ぶなの森自然学校で研修可能な人材が全国公募によって
2名選出され、（研修期間の研修生奨学金、社会保障費、研修旅費や住居費等を町が負担）黒
松内ぶなの森自然学校を中心にイ ンタープリーター養成としての研修が行なわれた。
2000年度一
主催事業24件参加者数297名 ・受託事業58件参加者数2116名を実施。
－受託事業の一つ前述の 「子ども長期自然体験村jの期間を夏期19泊20日、春期6泊7日に延
ばし、 町内に新たに立ち上げた 「エコグリーン基金」を活用して参加費の3分の 2を補助
し、町内の子どもが夏期に l名、春期に4名参加した。
町内の身障者福祉施設 「しりべし学園分校中等部Jの依頼を受けて身障者向けのカヌ一体験
教室を開いた。
－人材育成事業として2名の研修生に63の研修を提供した。
前年度の研修期間を終了した研修生が道内外に渡り各々の地で新たにインタープリーター と
して活動を始めた。
2. 黒松内ぶなの森自然学校についての考察
1 ）黒松内町が、ふるさと自然塾のモデル事業主体に選出された要因
黒松内町が、ふるさと自然塾のモデル事業主体に選出された要因は、 1994年以降 「ブナ北限
の里Jとして自然との共生を目指した町おこしを行ない、1998年の時点でブナセンター ・歌才
自然の家 ・オートキャンプ場等の施設を持ち、ブナセンターを中心に環境教育事業 ・都市との
交流事業の実績があり、ハードとソフ トの両面を保有していた事。特に1990年代の同種の事業
がハード整備に重点が置かれる中にあって、黒松内町おこしのコンセプトが環境教育プログラ
ムや交流事業に力いれたソフト事業重視という時代を先行したものであったことが、高い評価
を受けた結果であると考える。
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2）黒松内ぶなの森自然学校官民連携の円滑な組織運営の要因
わが国において町おこし等の行政施策を実施する際に、官民（産官）連携あるいは官民学
（産官学）連携の組織運営が叫ばれて久しい。しかしながら両者または三者が個々の力を発揮
しつつバランスを保って運営していくには、各々の組織の運営能力そのものが高くなくてはな
らない。実際には官民連携の組織運営そのものが少なく、また実施している場合もいずれかの
組織に負担（財源を含む）がかかっている事が多いといえよう。その点、黒松内町の場合は官
民連携が円滑に進められている。それは以下ような方策を講じた結果であると考える。
①黒松内ぶなの森自然学校に関わる官民両組織は個々の組織能力を生かしつつ、構想段階での
話合いを十分に行い役割分担を明確にしている。
②計画段階において当事者の組織だけではなく自然環境コンサルタントを置き、第三者の専門
的な意見を取り入れている。
③行政は民間のソフト事業に対する正当な対価として従来型の「謝金」ではなく「報酬」を明
示している3)0 
④実際の運営が開始された後は、週に l回のペースでミーテイグを持ち互いの状況を確認し、
調整が必要なものを整理している。
⑤上記の①～④に関する詳細な記録を文書の形で保存している。特に④のプログラム運営に閑
する記録は、年度を重ねるごとに充実しており、記録が次に生かされる形となっている。
3）黒松内ぶなの森自然学校人材育成事業の意義と評価
環境教育・野外教育の必要性が指摘され、高等教育機関においても1990年代に入り環境を冠
とした学科やコースが数多く設けられてきた。しかしその多くは自然科学を主体としたものか
あるいは体育 ・教育系のーコースであり、北米の国立公園等で活動しているレンジャーや自然
と人との橋渡しをする、いわゆるインタープリターの養成機関は2001年の現段階では、民間の
数例だけである。従って公共の自然体験・野外体験施設あるいは環境学習拠点が相次いで設立
されているものの、それらの施設おいて指導する専門家は質、量ともに絶対数が不足してい
る。また専門職としてのインタープリターや自然学校の存在は、一般に認知されていないのが
現状である。このような状況にあって黒松内ぶなの森自然学校人材育成事業は対象人数が2
名、養成期間が各 1年間であっても、その存在意義は数字では測れない効果および影響があ
る。
実際全国公募によって選考された優秀な人材は、黒松内ぶなの森自然学校での研修後、ここで
の経験を活かし道内外の町おこしスタッフとして採用されたり、自ら自然学校の設立準備に取
り組みその輸を確実に広げようとしている。 一方でブナセンターは、開設当時より人材育成事
業に取り組み、町内の人材を育てることを目的としたプログラムを一貫して行なってきたが、
ぶなの森自然学校においてもこれを継承し同様の事業を起こしている。さ らに前述の官民連携
の視点で再度考察するならば、官側のブナセンターは1996年以降の表彰事業「黒松内自然科学
奨励事業」を通して林学や地質学の専門家との情報交換を継続し、さらに民間側ねおすとも連
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携をもっ環境科学系大学院 （ここには、 2002年に国内初の国立大学内に設置されるインタープ
リターの養成機関も含まれる）との官民学連携の組織運営構想案を掲げている。
3. 黒松内町教育委員会「学社融合事業」の概要
1 ）文部科学省生涯学習政策 「学社融合事業」と黒松内町教育委員会の対応について
2001年2月文部科学省は「教育改革国民会議最終報告」の提言を受けて21世紀は学校 ・家庭
・地域の教育機能を総合的に高め、生涯学習時代にふさわしい教育環境を創る事を目標に今後
の教育改革の主要7施策や課題およびタイムスケジュールを示した 「21世紀教育新生フ。ラン～
レインボープラン］を発表した。 これを受けて黒松内町教育委員会は2001年4月には、町民お
よび学校関係者へ生涯学習時代の教育環境を創るには学校教育と社会教育の連携をより深めた
「学社融合」 が大切であること、また学社融合を実現するための黒松内町独自の方法を様々な
広報手段を講じて発表している。 そのひとつ教育委員会 ・校長会発行の 「学社融合フ。ログラム
の開発・実践をめざしたハンドブック」には、図3のような黒松内独自のシステムが示されて
いる。ここで注目したいのは、社会教育側から地域教育資源の情報と社会教育関係施設の活用
に関する情報、ブナセンター・ぶなの森自然学校の利用に関する情報提供が細部にわたり示さ
れ、 学校教育に対する窓口が整備されている点である。
学 校（教職員）
教 育委員 会（社会教育課）
－内容、 予算の検討
．支援方法の決定
．人材リスト等の資料提供
地域
・人材 ・施設
図3 学社融合実践のためのシステム
2）ブナセンター・学校教育部の概要
学校教 育係
ブナセンタ ー
－学校教育部
・ぶなの森自然学校
黒松内町教育委員会「学社融合事業」の一つで黒松内町独自の方法を示したブナセン ター ・
学校教育部とはどのような理念を持ち実際に運営されているのか。以下はその概要である。
1993年設立のブナセンターは、地域情報の収集と発信により都市と農村 （町内）との人的交流
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を促進する事を目的とし、生活・環境博物館として教育普及活動、特に環境教育プログラム開
発を積極的に行なってきた。また教育対象の一つである学校へ対しでも開館以来一貫して利用
を促し「教員初任者研修」をはじめ学校教育活動の受託事業を推進してきた。その結果、町内
外の教育分野における地域間交流は進んだものの、ブナセンターを利用した野外学習や体験学
習を行なう学校は、設立年度から1996年度までの各4年間の利用件数は10件前後に留まってい
た。しかし1997年に国の教育改革の動きが明らかになるにつれ、ブナセンターの啓蒙活動に学
校側が呼応するようになり利用件数は31件と急上昇を示したO そして1998年に新学習指導要領
が告示された。この時点で自然体験型博物館としてのブナセンターは、今後益々地域の特色を
生かした教育の発信基地として、また「総合的な学習の時間」や「環境教育」のフィールドと
してその役割は大きくなると予見し、ひとりの学芸員が展示・教育活動・研究・収蔵管理を全
て行なう現行の博物館業務ではその目的が達成されないと考え、博物館内に学校教育専従職員
配置の可能性を探った。そのような状況にあった1999年、政府は厳しい雇用情勢に対応するた
めに 「緊急地域雇用対策推進事業」を打ち出した。ブナセンタ はーこの機会を逃すことなく欧
米では広く知られているが日本の博物館では珍しいMuseumSchool Service Officer lこ相当する
「学校教育部」を新設希望し、学芸員とは別に博物館を利用する学校へ対して情報の提供やプ
ログラム企画運営に関する支援を行なう専門職を雇用する事となった九
そして特別交付金の規定にそって6ヶ月ごとに 1名を採用し、 2000年度も引き続き 「緊急地域
雇用対策推進事業」を活用した。その実績をもって2001年度からは黒松内町単独事業として継
続している。
4 黒松内町教育委員会「学杜融合事業」の考察
1 ）ブナセンター・学校教育部の意義と評価
本例のブナセンター学校教育部は博物関係者の間ではその重要性が指摘されていながら実現
されにくかった教育普及とくに学校教育への専門職を置く事に成功した。指摘されていながら
実現できなった要因の一つに財源の確保が挙げられる。ブナセンターは当時だされていた「緊
急地域雇用対策推進事業J本来の主旨に着目し、専門性の高い新規事業として「博物館（ブナ
センター）教育部事業」実施希望を提出した。その結果、就業者の高い専門性に対する人件費
として年間396万円 (1,5万円× 2人× 6ヶ月×22日）を確保したのである。これは同時期に道
内から提出された緊急地域雇用対策推進事業実施希望250件の大半が新規事業としつつも単純
な資料収集やIT関連作業である中で独自性があり、なによりも日本の博物館関係者に一石を投
じた点で評価されよう。また短期6ヶ月の雇用者の業務内容であってもそれらの業績を記録し
活用する事によって次期の雇用者にその積み重ねを課し、事業実績として認めさせ町財政を引
き出していった。人材育成などのソフト部門の新規予算計上は難しいとされるが、本事例のよ
うに発想の転換を図れば道は聞かれるのである。
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2）黒松内町教育委員会「学社融合事業Jの考察
文部科学省生涯学習政策 ［学社融合事業jには実現に向けての様々な提案がなされているが
現実には、学校教育、社会教育各々のお互いに対する理解不足やセクショナリズムがそれらの
施行を困難にしている場合が少なくない。その点、 黒松内町教育委員会学杜融合プログラムの
開発・実践をめざした様々な取り組みは、図4が示すように組織上は本論で取り上げたブナセ
ンター・学校教育部だけでなく、地場産業や社会教育関連団体あるいは生涯学習推進関連団体
等まさに町ぐるみで学校教育との連携を深めていこうとする姿勢が見てとれる。
教育委員会
地場産業
社会教育関係団体
ブナセンター
ぶなの森自然学校
主主，． 
団 体・サークル
ボランテイア
図4 学校教育と地域の教育資源
社会教育関係施設
歌才自然の森
ビジタ ーセ ンター
オートキャンプ場
一般行政機関 ・関係施設
黒松内町には高等学校以上の学校はなく、ここ数年の中学校以下の児童生徒総数は320名程で
今後も減少傾向が予想される過疎少子社会である。未来の黒松内町の担い手である子どもたち
への教育活動がいかに重要であるかは誰の目にも明らかであり、黒松内町の町民パワーは当然
発揮されていくであろう。しかしただ闇雲にこれらの地域教育資源を学校しいては子ども達に
与えていたのでは真の「学杜融合事業」とはならないと考える。ブナセンターの主任学芸員は
過去3年間の学校教育部の事業を通して「博物館と学校が両輪となって持ち味を活かしあう 自
立した協働関係を保つためには、お互いの機能や状況を理解し、大切にすべき点を明確に持つ
事が痛切に必要だと感じているjと述べている。そしてお互いの機能や状況を理解し、大切に
すべき点を明確に持つ為に毎回の学校との事前打ち合わせやプログラム当日の流れ、 事後のふ
り返りアンケート等を整理した評価記録を徹底的に行なっている。評価の徹底は、同じ失敗の
繰り返しを阻止するだけでなく学社融合のための具体的なアイデイアを生み出すことにもつな
がるからである。 現行の行政は、当然のことである各種事業の評価の徹底をどれだけ行なって
きたのであろうか。 形式だけの評価、数値を羅列しただけの事業報告のみでは事業の発展はあ
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りえない。黒松内町教育委員会「学社融合事業」においてもこれに関わるすべての機関がブナ
センター学校教育部のような評価を行なっているわけではない。既に地域の特色を活かし独自
のシステムをもっ黒松内町学社融合事業が今後より発展していくためには、関連各機関の事業
評価の徹底とその結果を関連機関に何らかの形で還元する事が必要ではないかと考える。重ね
て事業評価の徹底は以下の点からも重要で、ある。
それは、黒松内に限らずどのような地域教育のシステムや環境を創ろうと、育てるべき子ど
もの主体性がなければ、学社融合事業の目的である「生涯学習社会の形成」には繋がらないと
いう点である。生涯学習社会の形成には自らの学ぶ意志、意欲が不可欠であり、学校教育は、
その原点となる「学ぶ力」「生きる力」を育てる場であり、社会教育は地域や学校教育と連携し
てそれらをより発展させる場である。現状の黒松内町をみると、 320名程の子ども達に対して
年間70件前後の事業が用意されている為、週末や祝日になると各団体のイベントが重なること
が少なくない。イベントやプログラムが多く用意されている事自体は地域教育環境、本研究の
視点でいえば余暇環境が整っていることであり、評価される事である。しかし生涯学習社会に
おける学ぶ力、あるいは余暇社会における余暇事受能力は与えられるばかりの環境の中では育
たない。園田は、 21世紀の余暇の意味論としてこれからの余暇の基本的な対立は 「労働と余
暇」ではなく「多忙と余暇」だと説いている九せっかくの「学ぶ力」「生きる力」あるいは
「あそぶ力」を育てる機会がイベント続きで多忙となっては意味をなさない。子ども達の内な
る力はもっとおおらかな時間と指導、支援を含む環境と子ども同士の同列で自由な環境の中で
育つものだと考える。従って各団体、事業主は参加者数だけでその事業を評価すべきではな
い。そして本来の事業評価は参加者の内的な変化を探る事が望ましいが、それが困難な場合は
各事業の目的が学社融合のねらいに沿ってどのように運営されたのか、事業ごとの自己点検評
価ぐらいは心がけるべきだと考える。
V ま と め
前回の研究で黒松内の町おこしは、構想段階でわが町の 『誇りと文化Jを見いだし『共生と
自立』をコンセプトととして推進され、その過程そのものが住民の『生きがい』を見出す場で
あることを示唆しているとの結論を得、そのまとめとして余暇社会の構築に欠かせない行政上
の視点を示した。以上の結果をふまえて今回考察した黒松内町教育委員会の事業姿勢からは、
以下の点が余暇行政の視点として挙げられると考える。
①余暇行政を施行する際にはハードよりソフト、はこづくり行政より人づくり行政を重視すべ
きである。また人づくりの原点は教育であり、人材育成事業は欠かせない施策の一つである。
②上記人材育成事業等ソフトへの予算付けを確保する為には、あらゆる可能性を探る情報収集
が不可欠で、ある。
①人材育成の新規事業申請作業を迅速に行なうには、既存事業の評価作業とその保存が必須と
なる。またソフト事業への予算付けを実現させる為には、『発想の転換Jが必要であり、既存事
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業の評価記録は発想の手がかりを見つける可能性を秘めている点でも重要で、ある。
④ソフト事業重視の余暇行政を推進する組織は、行政だけでなく官民 （産官）あるいは官民学
（産官学）の連携をもって企画・運営されることにより、長期的展望と即戦力を兼ね備えたも
のになると考える。また行政組織そのものが、 NPO的な組織運営（縦割り行政ではなく横との
連携を重視した組織づくり）を取り入れていく必要がある。
＠余暇享受能力育成の重要機関である学校教育を支える地域の教育資源の発掘と整備は急務で
はあるが、学校教育と地域教育資源の諸機関は相互理解のための時間を充分に確保し、対象と
なる子ども自身の主体性、自発性を重んじた事業を推進しなければならない。
以上のよう に、今回の調査 ・研究の結果からは、黒松内の町おこしにみる『人づくり』が、
今後の町おこしのキーワードになっていくであろうと推察される。同時に『人づくり』こそ余
暇行政の視点として重要であるのではないかとの一応の結論を得た。しかしながら本研究は、
一町行政の事例を検証したに過ぎない。今後は上記の仮説の立証と余暇行政推進の際に必要な
さらなる視点を明らかにすることを目的に、他の市町村行政の事例研究を積み重ねていきたい。
なお日本の余暇行政を考察する本研究は継続されるが、過去5年間の面接調査で訪れた黒松内
の町おこ しに関する研究 （1 ）・（2 ）のまとめを以下の項に記しておく。
VI おわ り に
黒松内ぶなの森自然学校開校の開校式挨拶において町長は「黒松内町らしい人材養成制度を
推進することで、日本における環境教育の中心となることを目指し、自然体験型レクリエーシ
ヨン拠点として地域の活性化が進む可能性」を町民へ示唆した。これは外部発信型の人材育成
が町おこしにつながっている事を示している。が同時に黒松内町行政は従来から推進している
地域住民に主眼を置いた内部充実型の人材育成を事業費の大小に惑わされることなく『人づく
りJという視点で同列に遂行している。それは行政あるいは市民自らの手によって育成された
人材が新たな人材を発掘したり、新たな指導者となってボランティアの輪を広げたりする 『市
民循環型の人づく りJである。
はじめに述べた通り余暇社会とは『存在一自己実現Jの価値観が求められ、そのためには一
人ひとりが自らを見つめ直し『いかに生きるかJが問われる社会である。 検証で示した北限の
ブナ里構想からの黒松内の実績ある町おこし政策をみると僅か3600余名の小さな町であっても
日本における環境教育の拠点のーっとなることは決して実現不可能な事ではないと考える。し
かし町おこしが成功し、環境教育あるいは自然体験型レクリエーション拠点として発展したと
しても地域住民の意識が環境教育や自然体験の重要性に気づき、その価値を認めていなければ
住民の生きがいと町おこしは別の次元でしか評価されな くなる。それは端的に経済効果という
尺度でのみ評価され、住民が期待したほどに経済効果があがらない場合、事業は変更を余儀な
くされるであろう。これでは20世紀の産業中心の社会となんら変わる事がない。しかし黒松内
町行政は内部充実型の人材育成を重視することによって町民のコンセンサスを得ることがで
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き、経済で三は計ることのできない『生きがい』を町民とそこに関わった人びとに与えている。
本研究で検証した事例だけではなく黒松内町の生涯学習推進事業団体や社会教育関係団体、社
会福祉関連団体の構成員の大半も内部充実型の人材育成システムの中で育ってきた人びとであ
る。ここでシステムと述べたがその底辺に流れるものは、本来日本社会が持っていた農村社会
を維持していく為の共同農作業や祭りの際の役割分担などが継承された形といってもよいであ
ろう。筆者は『市民循環型の人づくりJとは都市部ではNPO組織のような意図的な仕掛けがな
ければ成り立ちにくくなった日本古来の人づくり、つまり個人では弱い人聞が共に力を出し合
って自然や地域社会で生きていくための知恵だと捉えている。黒松内町は確かに小さな町であ
り、現在もなお先に述べた農村社会の人づくりの知恵が引き継がれている地域であると捉える
こともできょう。しかしながら日本国内には同程度の町村が多くある中で黒松内町は、過疎化
への決定的な歯止めには至らないものの町全体の活性化は、 10年前にくらべ確実に進んできて
いる。実際、交流入口（観光客）は1993年の72,529名から1998年には166,312名と約1.5倍にな
りその後も緩やかな増加を示している。そして面接および参与観察した住民の大半が、「ブナ北
限の里づくり構想j以降、町が活性化してきたと答えている。それらは、単に住民の聞に引き
継がれてきた人づくりの知恵だけで、は達成されるものではない。筆者は、町行政がこの人づく
りの知恵、言換えれば町内の人的ネットワークやコミュニケーション力を活かしつつソフト重
視の町おこしを行ない、国の諸政策・諸事業の情報に迅速に対応して町の内外に施策をめぐら
した結果、町の活性化につながったと考えている。
1998年「ブナ・フォーラム＇ 98」において伐採の危機を乗り越えた歌才ブナ林のエピソード
を紹介した町民の手による演劇「北のヤシの木」が上演され、 2回の公演で、人口の3分の l弱
にあたる1000余命の観客を動員した。中学生から70代まで約80名の出演者全員が常に積極的に
棟習や会合に参加していたのではない。筆者は参加者へのインタビューを通して、厳しい練習
の為にいっ壊れてもおかしくない状況を乗り切った要因は、地域社会で築き上げてきた町民同
士の高いコミュニケーション力によるものだと捉えている。その翌年「北のヤシの木」は札幌
市で上演され、札幌の市民を中心とした約500名の観客を魅了し、自然と共生する町づくりを
アピールした。小さな町の町民パワーは会場を埋めた人々だけでなく数回にわたって関連記事
を掲載した新聞等によって広く道民に知られる事となった。
これらの町民パワーの示す意味は何か。筆者は黒松内町が過疎で少子高齢社会という現実を
背負いながら、いや背負っているからこそ町民とこれを支える町行政の努力によって自らの町
を生きがいのある町に、 言い換えれば余暇社会を構築していこうとする姿勢そのものではない
かと捉えている。
18 粥川：日本における余暇行政（2) 
?
1)粥川道子：「日本における余暇行政（1）」『北海道女子大学短期大学部研究紀要』第36号、ppll8、
1999年
2）ブナセンターとぶなの森自然学校の関係図は、ぶなの森自然学校設立段階でブナセンター
主任学芸員、高橋興世氏が立案した図の構成を一部換えて記載している。
3）野外プログラム研究会：「文部省委託調査野外教育における民間のプログラムの実態調査報
告書」pp71、1999年には、「報酬」についての提言として「わが国での野外教育事業は、学
校や行政あるいは行政にかかわる青少年育成団体が提供することがほとんどであった為謝
金としての制度が根付いており報酬としての考え方が広まっていない。 これは民間教育事
業者として独立して事業運営する際の難しさの一因である。システムを変えない限り本当
の意味での官民連携の発展は難しい」と述べられている。
4）大原昌宏 ：ニュージーランドの博物館における学芸員と学校教育との関係（ 1)(2）、「北
海道博物館協会学芸職員部会ニュース」No48・ No49、1996年
5）薗田碩哉：「余暇学の招待J遊戯社、pp47 49、1999年
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